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１. 学校施設の長寿命化計画の背景・目的等

計画の背景と目的

国では、2013年 11月に「インフラ長寿命化基本計画」を策定し、翌年4月には地方公共団体に対し「公共施設等総合管

理計画」の策定を要請するなど、公共施設等の老朽化対策に関する取組みを強化しています。

本市における学校施設の保有面積（延床面積）は、公共施設全体の約32％を占めている状況であることから、総合管理計

画の目標を達成するためにも、学校施設についての具体の対応方針を定め、それに基づく実際の整備内容や時期、費用等を

具体的に表す必要があります。

そこで、コストの縮減及び平準化を図り、計画的かつ効率的な維持保全を進めることを目的とした「鹿児島市学校施設の

長寿命化計画」を策定します。

２. 計画期間・対象施設

計画の位置づけ

本計画は、第五次鹿児島市総合計画、鹿児島市公共

施設等総合管理計画等に基づく計画であり、既存の保

全計画の上位計画に位置する計画とします。

また、学校施設以外の個別施設毎の長寿命化計画

（個別施設計画）とも連携を図ります。

計画期間

本計画の期間は、令和2年度から11年度までの10年間とします。

鹿児島市公共施設等総合管理計画との整合を図り、適宜見直しを行います。

対象施設

・小学校、中学校、高等学校（校舎、屋内運動場、柔剣道場、給食室）、幼稚園、給食センター（530/1376棟）

※ 小規模な建物（倉庫、部室、便所等、200㎡以下の建物）は対象外

３. 学校施設を取り巻く状況

鹿児島市の人口

・総人口は昭和55年から平成22年までは一貫して増加していますが、その後は減少に転じ令和37年には525,184人(ピ

ーク時の87％)に減少すると予測されています。

・年齢３区分別人口は、0～14歳及び15～64際人口は減少傾向にあるのに対し65歳以上人口は増加しています。

・小学校の児童数は2018年までは増加しているものの、2019年度に減少に転じました。また、学級数は2019年度まで増

加し、その後は減少に転じると推測されています。

・中学校の生徒数は2018年までは減少していますが、2019年度から2021年度まで増加に転じ、それ以降は横ばいになる

と推測されています。また、学級数は2019年度までほぼ横ばいで推移していますが、今後は増加が推測されます。

・高等学校の生徒数は、鹿児島女子高等学校、鹿児島商業高等学校の２校においては、減少傾向にあります。

・幼稚園の園児数は全体的に減少傾向にあります。

■鹿児島市の人口                         ■生徒数の推移（高等学校）

出典：鹿児島市公共施設等総合管理計画(2016(平成28)年3月)

■児童生徒数・学級数の推移（小・中学校）             ■園児数の推移（幼稚園）

鹿児島市の財政状況

・2018(平成30)年度の歳入決算額は2,500億円で、一般財源(地方税、地方交付税等)の割合が50％以上を占めています。

地方税については今後、15～64歳人口の減少による税収減の影響で緩やかに減少していくことが推測されます。

・2018(平成30)年度の歳出決算額は2,424億円で、そのうち扶助費が860億円で最大となっています。

・扶助費、人件費及び公債費を合わせた「義務的経費」が年々増加傾向にあるため、財政状況は一層厳しくなると考えら

れます。

鹿児島市

公共施設等総合管理計画

（2016～2025年度）

鹿児島市学校施設長寿命化計画学校施設以外の

個別施設毎の

長寿命化計画

（個別施設計画）

各学校施設の保全計画

鹿児島市

教育振興基本計画

（2011～2021年度）

鹿児島市

行政改革大綱

鹿児島市立

小学校・中学校

の学校規模適正

化・配置に関す

る基本方針

第五次鹿児島市総合計画

（2012～2021年度）
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■性質別歳入の推移(普通会計)             ■性質別歳出の推移(普通会計)

出典：地方財政状況調査                     出典：地方財政状況調査

鹿児島市の学校施設の状況

■ 学校施設の経年別の保有面積及び保有棟数の推移

・鹿児島市の学校施設は、1983(昭和58)年築の建築物

が最も多く、建築物の整備はその年の前後に集中し

ています。

・築30～40年を経過した建築物が学校施設全体の

42％(面積割合)を占めています。

・学校施設全体の18％(面積割合)の建築物が築50年

を経過しており、建替えの検討時期を迎えています。

４. 学校施設の老朽化等の状況

学校施設の改修状況

・外壁は、20年未満で更新・改修している棟が97.7％を占めており、計画的な改修が行われています。

・更新・改修後30年以上経過している棟が、屋根・屋上は19.7％、内部仕上げは44.2％、電気・機械設備は50.9％あり、

老朽化が進行していると判断されることから早急な改修が必要となっています。

■ 学校施設保全計画に基づく屋根・屋上及び外壁の劣化状況評価（対象473棟）

屋根・屋上 外壁

A評価（更新・改修後10年未満） 237棟（50.1％） 375棟（79.3％）

B評価（更新・改修後10年以上20年未満） 85棟（17.9％） 87棟（18.4％）

C評価（更新・改修後20年以上30年未満） 58棟（12.3％） 1棟（ 0.2％）

D評価（更新・改修後30年以上） 93棟（19.7％） 10棟（ 2.1％）

※ 屋根・屋上及び外壁の改修もしくは補修を行っている場合は改修実施済みとしている。

■ 学校施設保全計画に基づく内部仕上げ及び電気・機械設備の劣化状況評価（対象473棟）

内部仕上げ 電気・機械設備

A評価（更新・改修後15年未満） 150棟（31.7％） 97棟（20.5％）

B評価（更新・改修後15年以上30年未満） 114棟（24.1％） 135棟（28.6％）

C評価（更新・改修後30年以上45年未満） 192棟（40.6％） 240棟（50.7％）

D評価（更新・改修後45年以上） 17棟（ 3.6％） 1棟（ 0.2％）

※ 大規模工事を実施している場合は内部仕上げ及び電気・機械設備の改修実施済みとしている。

※ 床補修を行っている場合は内部仕上げの改修実施済みとしている。

５. 学校施設の課題

学校を取り巻く環境の変化への対応

・人口増減の状況が校区によって異なり、校区毎に児童・生徒数の推移も異なることや、特別支援学級数が増加傾向であ

ることを踏まえ、各校区・各学校の状況にあわせた対応が必要です。

・今後、財政面で義務的経費のさらなる増加が見込まれる中、鹿児島市公共施設等総合管理計画の目標を達成するために

は、学校施設全体の延べ床面積の縮減等について計画的に取り組むことが必要です。

・イニシャルコストの削減や平準化、光熱費等のランニングコストの削減もあわせて実施することが必要です。

学校施設の老朽化への対応

・財政状況や12条点検の結果を勘案しながら、各建築物の劣化状況に応じた老朽化への対策が必要です。

・コンクリート強度の推定強度が13.5N/mm2以下の建築物については、建替え等について検討が必要です。

・設備面の計画的な更新・改修が必要です。

６. 学校施設の目指すべき姿

安全性

・建築物及び設備の定期的な点検を行い予防保全に努めるとともに、劣化箇所等については、計画的な改修により老朽化

に伴う危険を未然に防ぎ、学校施設の安全性を確保します。

・安全性及び機能の強化を図る整備を行うことで、安全・安心で衛生的な学校施設を目指し、地域住民の災害時の避難場

所としての活用にも対応できるものとします。

快適性

・学校施設の質的整備を進め、児童生徒にとって健康的かつ安全で快適な教育環境を確保します。

・老朽化した教室等のクーラーを更新するなど、桜島の降灰時の良好な教育環境を確保します。

学習活動への適応性

・教育方法の多様化に対応可能な施設づくりに努めます。

環境への適応性

・地球環境問題に対応し、温室効果ガスの排出量の削減等に貢献するために、今後も学校施設の省エネルギー化(照明のＬ

ＥＤ化や太陽光発電装置整備事業等)を継続します。
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環境への適応性

・地域のコミュニティの拠点としての活用を考慮し、建替え時には地域の実情に応じ、学校施設と他の社会教育施設等と

の複合化・共用化を検討します。

・屋内運動場の夜間利用や余裕教室の児童クラブの利用等、今後も既存ストックを効率的に活用します。

７. 学校施設整備の基本的な方針等

学校施設の規模、配置計画等の方針

・施設の規模、配置計画については、地域の実情に応じ、他の公共施設との複合化・共用化を含め、検討を行います。

改修等の基本的な方針

■ 学校施設の長寿命化のイメージ

                                  ・学校施設の目標使用年数を80年とします。

・大規模な長寿命化型改修周期を40年程度

                                   とします。

                                  ・トイレの更新周期を25～30年とします。

                                  ・空調の更新周期を15～20年とします。

                                  ・計画的に改修を行うことにより、学校施設

                                   の長寿命化及び更新・改修費用の平準化を

                                   図ります。

８. 基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等

改修等の整備水準

・学校施設の機能・性能の保持及び更新・改修費用の平準化を目的  ■ 改修の概念

  とし、目標使用年数を80年とした長寿命化改修を計画的に実施

します。

・老朽化した施設を将来にわたって長く使い続けるために、単に

  物理的な不具合を直すのみでなく、建物の機能や性能を現在の

  学校が求めている水準まで引き上げることに努めます。

・整備レベルについては以下表の緑着色部を基本としますが、改

  修時の施設の状況や財政状況等を勘案して、詳細は別途定める

  ものとします。

維持管理の項目・手法等

・建築基準法第12条では、建築物の劣化状況について定期的に調査点検を実施することとなっています。

・本市においてもそれに従い、適切な維持管理や安全の確保に努めています。

■ 各部位ごとの整備レベル                 ■ 12条点検の概要

９. 長寿命化の実施計画

改修等の優先順位付けと実施計画

■ 施設改修優先度の概念

・改修は、健全度の低い建物を優先することを基本とします。

・また、健全度の他に築年数も考慮して古い建物を優先して改修していきます。



4

  ― 健全度 ―

   ・健全度は「学校施設の長寿命化計画の策定に係る解説書(平成29年３月、文部科学省)」を参考に

以下の方法で算定します。

     ・屋上・屋根及び外壁については定期的に改修を実施していくことから、ここではその他の部位(内

部仕上、電気設備、機械設備)の評価を基に健全度を算定します。

① 部位の評価点

② 部位のコスト配分

          ③ 健全度   総和(部位の評価点×部位のコスト配分)÷37.7

長寿命化のコストの見通しと効果

・長寿命化を実施しない従来型の改修と、長寿命化を実施する長寿命化型改修についてライフサイクルコストの比較を行

いました。

・従来型の改修から長寿命化型の改修へシフトすることで、維持管理のコストは今後40年間で529億円、年間平均13.2

億円の削減が期待できます。

・維持・更新コストは、長寿命化型の改修へシフトしても、過去５年間の施設関連経費39.4億円／年の約1.8倍となるこ

とから、長寿命化型改修や改築等の実施にあたっては、その時の財政状況や社会情勢に応じた最も合理的な対策を検討

します。

・同時に減築や複合化などの延べ面積を縮減するハード対策や、維持管理の合理化などのソフト対策による取り組みを検

討します。

■ 長寿命化型改修の効果

１０. 長寿命化計画の継続的運用方針

情報基盤の整備と活用

・学校施設の基本情報や保全計画、12条点検結果をまとめた施設カルテをデータベース化し、情報の一元化や共有化を

図ります。

・データベースは適切に更新を行い、今後の維持管理の効率化や改修計画の基礎的データとして活用していきます。

■ 施設カルテの例

推進体制等の整備                フォローアップ

・本計画は教育委員会が中心となって、市長部局や各   ・本計画の効果の確認や問題点を検証・改善するため、

学校と協力・連携をとりながら効率的に運用してい    また学校教育を取り巻く環境等の変化に対応するため

きます。                       に、５年を目安にＰＤＣＡサイクルに沿ったフォロー

アップを実施していきます。

A Ｂ Ｃ Ｄ

評価点 100 75 40 10

部位 コスト配分

１. 内部仕上 22.4

２. 電気設備 8.0

３. 機械設備 7.3

合計 37.7

事業費

４０年間合計(億円) 年平均(億円／年)
従来型の改修 3,384 84.6

長寿命化型改修 2,855 71.4

差額 529 13.2

効果 15.6％削減 15.6％削減
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（年度）

10年間 10年間

44.6億円/年

10年間

59.6億円/年

10年間

65 .2億円/年

今後の維持・更新コスト（長寿命化型）

116.1億円/年

40年間の総額

2,855億円

40年間の平均

71億円/年

1.8倍

過去の

施設関連経費

39 .4億円/年

長寿命化改修 大規模改造 部位修繕
その他施設

関連費
維持修繕費

光熱水費

・委託費
施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 縮減費
教育委員会

・長寿命化計画の 策定、推進

・データベースの管理及び更新

・学校施設の統廃合の検討

・学校施設の開放利用の支援

各学校

・日常的な点検の実施、報告

・修繕、改修等の要望

・学校施設の開放利用の検討

市長部局

・公共施設等総合

管理計画の策定

・予算管理

・改修等の技術的支援 協議・協力

支援・協力


